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１ 沿 革 

  道内の交通事故死者が激増し、憂慮すべき事態にあった昭和４９年に 

元札幌市長高田富與氏が同憂の士に呼びかけ、本会が創立されました。 

 

  昭和４９年１２月１日  北海道交通遺児の会       事業部設置 

  昭和５０年 ４ 月１日  北海道交通遺児の会       事務局設置 

  昭和５１年８月２４日  社団法人北海道交通遺児の会   設立許可 

  平成２３年 ４ 月１日  公益社団法人北海道交通遺児の会 公益法人 

 

２ 目 的 

   本会は、突然の交通事故により、保護者（主として生計を維持していた者。以下同じ。）

を失った子供又は保護者が重度後遺障害のため就労できない家庭にある子供（以下「交通

遺児」という。）が、明るく健やかに成長されることを願い、励まし守ってあげることが社

会の責務であるとの考えから、子供たちやその家族の方々が自信と誇りをもって力強く生

き抜いていただけるように、支援激励することを目的として各種事業を実施しております。 

 

３ 事務局所在地 

   〒０ ６ ０ － ０ ０ ５ １  札幌市中央区南１条東１丁目 

大通バスセンタービル１号館６階 

                      電話 ０１１－２３２－８６８８ 

                      F A X ０１１－２３２－８６８９ 

公益社団法人北海道交通遺児の会 

【 概 要 】 

http://h-koutuuijinokai.or.jp/


４ 平成３０年度事業計画 （抜粋） 

（１）育英奨学事業の実施 

  ア 交通遺児の実態調査の実施 

    この調査は、本会の諸事業を効果的に推進するための基礎資料とするもので

あり、全道を対象として実施する。 

  イ 高校生に対する奨学金の支給 

    道内の高等学校に在学する交通遺児で、経済的な理由により就学が困難と認

められる者を対象に、奨学金を申請により支給する。（返還義務はありません。） 

支給額は、月額２万円（年額２４万円）とし、５０名に対し支給を予定する。 

  ウ 小、中、高校の新入学児童生徒に対する祝金の贈呈 

    道内に居住する交通遺児のうち、小、中、高校へ入学する児童生徒に対し、

入学祝金を申請により贈呈する。 

金額は１人２万円とし、本年度は４０名を予定する。 

  エ 小、中、高校の修学旅行支援金の支給 

    道内に居住する交通遺児のうち、小、中、高校の修学旅行参加者に対し、修

学旅行支援金を申請により支給する。 

    金額は、小学生１人１万円、中学生１人２万円、高校生１人３万円とし、本

年度は５５名を予定する。 

  オ 図書カードの贈呈 

    道内に居住する交通遺児に、クリスマスカードに添え図書カードを贈呈する。 

    図書カードは１人３千円分とし、本年度は２２０名を予定する。 

 

（２）連絡相談活動の実施 

   本会事業の活用の促進や交通遺児の支援の充実などを図るため、随時、事業内

容を各家庭に周知するほか、個別事業の実施を通じて、本会に対する意見要望な

どの把握に努める。 

   また、交通遺児やその家族の悩み、疑問を受け付ける窓口を設置し、適切な対

応に努める。 

 

（３）交歓交流事業の実施 

   交通遺児に対する激励と交通遺児家庭相互の交歓交流を図るため、夏と秋のレ

クリェーション及び年末交歓会を開催する。 

 

（４）交通事故物故者慰霊祭の開催 

   本会が創立当初から開催しているもので、本年度も交通遺児とその家族、関係

者が参列して、第４４回交通事故物故者慰霊祭を交通事故撲滅祈願と併せて開催

する。 

 



（５）事業推進のための活動 

   会員の加入促進と寄付金、募金の確保に努め事業の円滑な推進を図る。 

 

５ 会の運営資金 

（１）会 費   本会の趣旨に賛同された会員の皆様からのご支援  

            （正会員 ４３   賛助会員 ５０） 

（２）助 成 金    公益財団法人北海道新聞社会福祉振興基金からの助成 

（３）寄付金・募金   篤志家の皆様からの浄財 

（４）基本財産等の運用   基本財産等の運用益金 

  以上の資金により諸事業を実施しております。 

＊寄付金の控除＊ 

本会への寄付金は公益社団法人への寄付金となりますので、所得税法又は法人税

法に定める寄付金控除が認められております。 

特に、個人の寄付金については、北海道知事から「税額控除に係る証明書」を

受理しておりますので、所得税の税額控除を受けることができます。※ホームページを参照 

また、個人住民税についても、北海道及び条例を定めている市町村については、

寄付金控除が受けられます。念のため住所地の市町村にお問い合わせください。 

 

６ 交通遺児数（平成２９年度実態調査結果） 

                   （単位：人、世帯） 

 区 分 幼 児 小学生 中学生 高校生 計 世帯数 

札 幌 市 ３ １６ ２２ ４２ ８３ ５６ 

石狩地区 ― ― ５ ５ １０ ８ 

渡島地区 ― ６ ５ ４ １５ ９ 

桧山地区 ― ― ― ― ― ― 

後志地区 １ ４ ７ ４ １６ ９ 

空知地区 ― ２ ５ ７ １４ １２ 

上川地区 ― ４ １２ １２ ２８ １９ 

留萌地区 ― ― ― ２ ２ ２ 

宗谷地区 ― ― ― １ １ １ 

オホーツク地区 ― １ ５ ９ １５ １０ 

胆振地区 ― ３ ４ １０ １７ １１ 

日高地区 １ １ ３ ７ １２ ８ 

十勝地区 ― ５ ５ ９ １９ １２ 

釧路地区 ４ ８ ５ ５ ２２ １３ 

根室地区 ２ ２ ― １ ５ ３ 

計 １１ ５２ ７８ １１８ ２５９ １７３ 
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